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４ 設計共同体としての資格及びその審査
次に掲げる条件を満たさない設計共同体につ
いては、設計共同体としての資格がないと認定
する。それ以外の設計共同体については、「競争
参加者の資格に関する公示」（平成20年10月７日
付け国土交通省大臣官房地方課長、国土交通省
大臣官房官庁営繕部管理課長。以下「平成20年
10月７日付け公示」という。）６（測量・建設コ
ンサルタント等業務）の\から_までに掲げる
項目について総合点数を付与して設計共同体と
しての資格があると認定する。
\ 組合せ 構成員の組合せは、次の条件に該
当する者の組合せとするものとする。
{ 予算決算及び会計令（昭和22年勅令第
165号）第70条及び第71条の規定に該当し
ない者であること。

| 近畿地方整備局（港湾空港関係を除く。）
における平成21・22年度建築関係コンサル
タント業務に係る一般競争（指名競争）参
加資格の認定を受けていること。

} 近畿地方整備局長から地方支部局所掌の
建設コンサルタント業務等に関し指名停止
等の措置を受けていないこと。

~ 平成20年10月７日付け公示５（測量・建
設コンサルタント等業務）の{から�まで
に該当しない者であること。

] 業務形態
{ 構成員の分担業務が、業務の内容により
和歌山地方合同庁舎設計業務設計共同体協
定書において明らかであること。

| 一の分担業務を複数の企業が共同して実
施することがないことが、和歌山地方合同
庁舎設計業務設計共同体協定書において明
らかであること。

^ 代表者要件 構成員において決定された代
表者が、和歌山地方合同庁舎設計業務設計共
同体協定書において明らかであること。

_ 設計共同体の協定書 設計共同体の協定書
が、「建設コンサルタント業務における共同設
計方式の取扱について」（平成10年12月10日付
け建設省厚契発第54号、建設省技調発第236

号、建設省営建発第65号）の別紙１に示され
た「〇〇設計共同体協定書」によるものであ
ること。

５ 一般競争（指名競争）参加資格の認定を受け
ていない者を構成員に含む設計共同体の取扱い
４\|の認定を受けていない者を構成員に含
む設計共同体も２及び３により申請をすること
ができる。この場合において、設計共同体とし
ての資格が認定されるためには、４\|の認定
を受けていない構成員が４\|の認定を受ける
ことが必要である。また、この場合において、
４\|の認定を受けていない構成員が、当該業
務に係る技術提案書の提出の時までに４\|の
認定を受けていないときは、設計共同体として
の資格がないと認定する。
６ 資格審査結果の通知
「競争参加資格認定通知書」により通知する。

７ 資格の有効期間
６の設計共同体としての資格の有効期間は設
計共同体としての資格の認定の日から当該業務
が完了する日までとする。ただし、当該業務に
係る契約の相手方以外の者にあっては、当該業
務に係る契約が締結される日までとする。
８ その他
\ 設計共同体の名称は、「和歌山地方合同庁舎
設計業務 ¾ ¾・××設計共同体」とする。

] 当該業務に係る特定手続に参加するために
は、技術提案書の提出の時において設計共同
体としての資格の認定を受け、かつ、当該業
務の「公募型プロポーザル方式に係る手続開
始の公示（建築のためのサービスその他の技
術的サービス（建設工事を除く））」（平成21年
７月23日付け支出負担行為担当官近畿地方整
備局長）に示すところにより技術提案書の提
出者として選定されていなければならない。

意見招請に関する公示

次のとおり調達特定役務の仕様書案の作成が完
了しましたので、仕様書案に対する意見を招請し
ます。
平成 21年７月 23日

法務省大臣官房会計課長 後藤 博
◎調達機関番号 013 ◎所在地番号 13

〇第 193号
１ 調達内容
\ 品目分類番号 71、27

] 購入等特定役務及び数量 地図情報システ
ムの図面ＸＭＬ形式ファイルの地積測量図に
よる自動記入機能等追加開発 一式

２ 意見の提出方法
\ 意見の提出期限 平成21年８月17日17時00

分（郵送の場合には、必着のこと。）
] 提出先 〒100`8977 東京都千代田区霞が
関１`１`１ 法務省大臣官房会計課調達第
二係 平井 貴 電話03`3580`4128

３ 仕様書案の交付
\ 交付期間 平成21年７月23日から平成21年
８月17日まで

] 交付場所 上記２]に同じ
４ 仕様書案の説明会
\ 開催日時 平成21年７月29日14時00分
] 開催場所 法務省大臣官房会計課入札室
５ Summary

\ Classification of the services to be pro-

cured : 71, 27

] Nature and quantity of the services to be

required : Automatic entry functions by the

acreage of a plot of land survey map of the

drawing XML form file of the Geographic

Information System supply about the addi-

tion, 1 set

^ Time-limit for the submission of com-

ments : 17 : 00 17 August 2009

_ Contact point for the notice : Takashi

Hirai, Procurement Section, Finance Divi-

sion, MinisterÐs Secretariat, Ministry of

Justice, 1`1`1 Kasumigaseki Chiyoda-ku,

Tokyo 100`8977 Japan TEL 03`3580`

4128

６ Summary

\ Classification of the products to be pro-

cured : 3

] Nature and quantity of the product to be

purchased : The production of the polymer-

ism adhesion board with the acrylic board

and the lead acrylic board 1 Set

^ Expected date of the contract award : 17

August 2009

_ Reasons for the use single tendering pro-

cedures as provided for in the Agreement

on Government Procurement : b ÚProtec-

tion of Exclusive RightsÙ

` Contact point for the notice : Purchasing

Section, Administration Department, (In

Nuclear Fuel Cycle Engineering Labo-

ratories), Tokai Research and Development

center, Japan Atomic Energy Agency 4`

33, Muramatu Tokaimura Naka-gun Iba-

raki-ken 319`1194 Japan TEL 029`282`

9053

随意契約に関する公示

次のとおり随意契約について公示します。
平成 21年７月 23日
独立行政法人日本原子力研究開発機構
東海研究開発センター管理部長 高木 周二
◎調達機関番号 601 ◎所在地番号 08

〇第 21`２核 703`２号
１ 調達内容
\ 品目分類番号 ３
] 購入等件名及び数量
透明含鉛アクリル樹脂複合板の製作 １式

２ 随意契約の予定日 平成21年８月17日
３ 随意契約によることとする「政府調達に関す
る協定」の規定上の理由 ｂ「排他的権利の保
護」
４ 随意契約を予定している相手方の名称
クラレトレーディング株式会社

５ 担当部局
〒319`1194 茨城県那珂郡東海村村松４`33

独立行政法人日本原子力研究開発機構東海研
究開発センター（核燃料サイクル工学研究所内）
管理部 調達課 ＴＥＬ029`282`9053

随意契約に関する公示

次のとおり随意契約について公示します。
平成 21年７月 23日
独立行政法人日本原子力研究開発機構
大洗研究開発センター管理部長 圖師 修一
◎調達機関番号 601 ◎所在地番号 08

〇第 21`3702`１号
１ 調達内容
\ 品目分類番号 24

] 購入等件名及び数量
高性能表面観察装置用分析装置 １式

２ 随意契約の予定日 平成21年８月21日
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